様式第２号（第４条関係）

誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

茨城県知事  殿

　申請者　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　


茨城県外国人受入優良（先進）企業認定申請を行うにあたり、申請要件である下記事項をすべて満たしていることに相違ありません。

記

（１）茨城県内に本社、本店又は事業所等を置く企業（個人、団体を含む）であること。
（２）茨城県外国人材適正雇用推進宣言を行い、所定の様式により知事に申し出ていること。
（３）企業の役員又は関係者が茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36条）第２
条第２号又は同条第３号に規定する者でないこと。
（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申し立て又は民事再生法（平成11年法律第255号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていない者であること。
（５）茨城県税に未納がない者であること。
（６）過去３年間において、出入国又は労働に関する法令に関して不正又は著しく不当な行為をしていないこと。
（７）労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件
について、差別的取扱をしていないこと。
（８）労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律(昭和41年法律第132号)第28条に基づき、新たに外国人を雇い入れた場合又は
雇用する外国人が離職した場合に、当該状況を厚生労働大臣に届け出ていること。
（９）賃金等の労働条件について、内容を明らかにした書面等を交付するとともに、外国人
が理解できる方法により、当該書面等を説明していること。
（10）社会保険について外国人が理解できる方法により説明を行ったうえで、適切に適用
　　手続を行っていること。
（11）外国人が理解できる方法により、安全衛生教育を実施していること。
（12）労働災害防止のため、職場内にある標識・掲示等に外国人が理解できるよう図解を用いるなど、必要な措置を講じていること。
（13）評価・賃金決定、配置等の人事管理に関する運用の透明性・公正性を確保しているこ
と。
